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通期業績予想の修正に関するお知らせ 
 

 当社は、最近の動向を踏まえ、2022年５月30日に公表いたしました2023年３月期（2022年４月１日～2023年３月31日）

の通期業績予想を修正することといたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 
１．2023年３月期通期業績予想の修正 

（１）連結業績予想の修正（2022年４月１日～2023年３月31日） 

 

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 親会社株主に 

帰属する 

当期純利益 

1株当たり 

当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

13,600 

百万円 

△1,170 

百万円 

△1,170 

百万円 

△1,200 

円銭 

△115.50 

今回発表予想（Ｂ） 11,700 △2,180 △2,200 △2,150 △206.31 

増 減 額 （Ｂ－Ａ） △1,900 △1,010 △1,030 △950 ─ 

増 減 率 （％） △13.97 ─ ─ ─ ─ 

(ご参考)前期実績 

(2022年３月期) 
12,606 △1,299 △1,225 △1,766 △170.10 

 

（２）個別業績予想の修正（2022年４月１日～2023年３月31日） 

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

1株当たり 

当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

11,900 

百万円 

△670 

百万円 

△640 

百万円 

△670 

円銭 

△64.48 

今回発表予想（Ｂ） 10,100 △1,550 △1,520 △1,470 △141.06 

増 減 額 （Ｂ－Ａ） △1,800 △880 △880 △800 ─ 

増 減 率 （％） △15.13 ─ ─ ─ ─ 

(ご参考)前期実績 

(2022年３月期) 
11,679 △520 △484 △1,094 △105.43 
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（３）業績予想の修正理由 
2023年３月期通期業績予想につきまして、まず当社を取り巻く環境といたしましては、コロナ禍による個人消費の抑制は

若干緩和されつつも、一方でロシア・ウクライナ情勢の膠着がもたらす政情不安や米国の金融引き締め政策による景気後退

の影響が解消されず、また住宅着工戸数においても総じて弱含みに推移しているため価格競争の激化が進んでおり、依然と

して厳しい情勢が持続するものと予想しております。これに伴い、放送関連機器に関しては、個人向け商品については家電

量販店向けを中心に伸び悩みが継続する中、期初の予想以上に需要減の影響を受けております。またＣＡＴＶ事業者等向け

機器につきましては、半導体不足による長納期化の影響を受けない商品の拡充等を行っておりますが、軟調に推移しており

ます。通信用アンテナにつきましては、官需向けデジタル無線用アンテナの売上は入替需要の端境期にあるため、期初の見

通しに比べて減速するものと考えられ、また通信モジュール用アンテナや通信事業者向け機器につきましても、コロナ禍に

起因する対面営業活動の難化が持続し、新規案件の獲得が難しい情勢となったことに加えて、期初に見込んでいた大型案件

の進捗の遅れ等の影響もありました。ソリューション事業につきましても、主力のビル内共聴工事案件には需要減が持続す

るものと予想しております。連結子会社については、海外顧客の生産活動の遅延は段階的に解消されつつあり、復調の兆し

がありますが、期初の想定には達しないものとみております。この結果、連結及び個別の売上高につきまして、前回予想を

修正いたします。 

利益面につきましても、売上の減少による影響に加え、資源価格の高騰と円安の同時進行によるコストアップ等により、

営業利益、経常利益、当期純利益は前回予想に及ばないものとみております。 

当社グループが置かれている厳しい経営環境への対応といたしまして、これまでも国内外の既存市場におけるシェアアッ

プに取り組むとともに、市場要求に沿った新技術の研究や新商品の開発、また効率化・省力化による生産性の向上や冗費の

削減を推進してまいりました。今後は、今般の業績悪化を真摯に受け止め、より一層の迅速かつ適時な意思決定ができるよ

う組織体制の最適化を行い、新たな市場・販路の開拓及びソリューションサービスの提供につなげる他、従前にも増して徹

底したコストダウンを断行して、収益構造の更なる改善を図ってまいります。 

 

２．業績予想の適切な利用に関する説明 

上記の業績予想は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社としてその

実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績は市場の需要動向等様々な要因によって予想とは異なる結果となる可

能性があります。 

 

                                                            

以 上                                        


